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Ⅰ　 決　　 算　 　書

第１款

第１項

第２項

第１款

第１項

第２項

　(2)　資本的収入及び支出

な　　　し

第１款

第１項

第２項 ）
173,166,397 0 0 0 603

備　 　　考

0 0 173,167,000 0 0
1,002,681

173,167,000

(うち仮受消費税及び地方消費税

0
10,543,041 ）

0 0

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

3,467,131

2,325,199

備　 　　考

0

備　 　　考不 用 額

0

0

合 計
継 続 費
逓 次
繰 越 額

   資本的収入額が資本的支出額に不足する額 184,195,897円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,002,681円及び過年度分損益勘定留保資金 183,193,216円で補塡した。

0

決 算 額

（単位：円）

0 0 11,071,000 0

19,463,000

（単位：円）

26,657,357

予　　　　　　　　　　　 　　　算　　　 　　　　　　　　　　　額

決  算  額
補正予算額

区　　　　分
地方公営企業法第24
条第3項の規定による
支出額に係る財源充
当 額

388,142,131

営 業 収 益

営 業 外 費 用
12,749,000

収　　入

357,368,315

29,196,353

　(1)　収益的収入及び支出

収　　入

当初予算額

0384,675,000

地方公営企業
法第26条第2
項の規定によ
る 繰 越 額

（単位：円）

184,195,897

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の 規 定 に よ
る 繰 越 額

0

0

0

338,523,647

）

(うち仮払消費税及び地方消費税

(うち仮払消費税
及び地方消費税

0

不 用 額

1,141,932

0

000

0

合 　計

29,814,685

19,463,000

367,720,000

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

0

618,332

367,720,000

18,844,668

0 184,238,000

11,071,000

△ 9,731,000

△ 9,731,000 0

継 続 費
逓 次 繰
越 額

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の 規 定 に よ
る 繰 越 額

補正予算額

△ 29,511,000

11,029,500

0 0 184,238,000

予　　　　　　　　　　　　 　　　　　算　　　　　　 　　　　　　　　　　　額

流　用
増減額

小　  計

△ 22,797,000

地方公営企業
法第24条第3
項の規定によ
る 支 出 額

290,890,000

384,675,000

290,890,000

合 　計

0 387,183,000 0

資 本 的 支 出

当初予算額
区　　 分

20,802,000

193,969,000

建 設 改 良 費

173,167,000
企 業 債 償 還 金

支　　出

工業用水道事業費用

397,231,000

0 0

409,980,000

当初予算額

支　　出

区　　　分

0

予備費
支出額

流　用
増減額

0

小　  計

１ 令 和 ６ 年 度 鹿 児 島 県 工 業 用 水 道 事 業 決 算 報 告 書

293,215,199

387,183,000

補正予算額

工業用水道事業収益

予  　　　　　　　　 　　　　算　 　　  　　　　　　　　　額

地方公営企業
法第26条第2
項の規定によ
る 繰 越 額

合　　　　計

営 業 費 用

42,103

41,500

6,714,000

営 業 外 収 益 93,785,000 0 0 93,785,000 94,926,932
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（単位：円）

１

(1) 266,543,460

(2) 17,400 266,560,860

２

(1) 138,710,134

(2) 189,194,399

(3) 76,073 327,980,606

61,419,746

３

(1) 907,159

(2) 93,832,541

(3) 184,249 94,923,949

４

(1)
3,733,068 3,733,068 91,190,881

29,771,135

５

(1) 0 0 0

29,771,135

157,053,034

186,824,169

２　令和６年度鹿児島県工業用水道事業損益計算書

雑 収 益

前年度繰越利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

総 係 費

営 業 外 収 益

営 業 損 失

受取利息及び配当金

当年度未処分利益剰余金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 費 用

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 収 益
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資　　本　　金

　　　　　　　　　剰　　　　余　　　　金

820,449,325

822,192,451

未処分利益剰余金

186,824,169

（翌年度繰越利益剰余金）

186,824,169

0

499,127,729

822,192,451

0 0

0 0

1,743,126

0

資本剰余金

822,192,451

３ 令 和 ６ 年 度 鹿 児 島 県 工 業 用 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

資　　本　　金

資本剰余金合計

資 本 剰 余 金

（単位：円）

820,449,325 1,743,126 822,192,451

0 0 0

４ 令 和 ６ 年 度 鹿 児 島 県 工 業 用 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

186,824,169186,824,169

29,771,1350

当年度末残高

29,771,135

1,508,144,349499,127,729

(当年度未処分利益剰余金)

29,771,135

0

157,053,034 1,478,373,214

820,449,325 1,743,126 822,192,451

29,771,135 29,771,135

157,053,034

0 0

0当年度純利益

（繰越利益剰余金）

0

資本合計

未処分利益剰余金 利益剰余金合計

利 益 剰 余 金

（単位：円）

受贈財産評価額工事負担金

29,771,135

当年度末残高

処分後残高

499,127,729

499,127,729

1,478,373,214前年度末残高 499,127,729

当年度変動額

前年度処分額

処分後残高

157,053,034 157,053,034
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５　令和６年度鹿児島県工業用水道事業貸借対照表

１　固　定　資　産

(1)

イ 817,012,697

ロ 342,426,499

△ 147,065,477 195,361,022

ハ 6,777,538,910

△ 3,516,951,530 3,260,587,380

ニ 1,493,367,948

△ 855,718,962 637,648,986

ホ 2,381,491

△ 1,686,571 694,920

ヘ 8,837,154

△ 6,372,852 2,464,302

ト 3,375,847

4,917,145,154

(2)

イ 60,300

60,300

２　流　動　資　産

(1) 1,155,880,338

(2) 24,806,415

資 産 の 部

土 地

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

未 収 金

流 動 資 産 合 計

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

1,180,686,753

6,097,892,207

無 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

現 金 預 金

資 産 合 計

（令和７年３月３１日）

（単位：円）

車 両 運 搬 具

4,917,205,454

工具器具及び備品

機 械 及 び 装 置
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３　固　定　負　債

(1) 2,432,662,017

４　流　動　負　債

(1) 177,427,941

(2) 16,802,369

(3)

イ 2,333,000

ロ 462,000

2,795,000

(4) 1,090,370

５　繰　延　収　益

(1) 5,849,789,455

(2) △ 3,890,819,294

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

(1)

イ 820,449,325

ロ 1,743,126

822,192,451

(2)

イ 186,824,169

186,824,169

499,127,729

4,589,747,858負 債 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金

資 本 の 部

負 債 資 本 合 計

1,009,016,620

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

1,508,144,349

6,097,892,207

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

198,115,680

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計 1,958,970,161

負 債 の 部

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計 2,432,662,017
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(1)　総　括　事　項 

 (ｱ)

 (ｲ)

(2)　経営指標に関する事項 

共同施設

川辺ダム

　令和６年度決算における経営成績について，経営の健全性を示す経常収支比率は，物価高騰等
に伴い費用が増加したことで，前年度比0.74ポイント減の108.97％となっている。また，料金水
準の妥当性を示す料金回収率は，前年度比 1.5ポイント減の 112.05％となっている。
　一方，償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は，前年度比2.15ポイン
ト増の 52.50％，法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は前年度と同じで
 44.67％となっている。更新した管路延長の割合を示す管路更新率については，前年度と同じで
 0％ となっている。管路については,「工業用水道施設更新・耐震・アセット・マネジメント指
針」により診断を実施したところ令和４年度に「健全」との評価がなされたところであり,今後,
定期点検等を通じて直接的な対策を講じるとともに，必要に応じて計画的な更新に取組む必要が
ある。

　鹿児島市水道局との共同施設である取水場，導水管等について，市水道局に委託して施設の
維持管理等を行った。
　その経費は，維持管理費用52,869,189円，施設改良費 7,959,733円であった。

　鹿児島臨海工業地帯の工業用水を安定的に確保するため，万之瀬川導水事業の一環として鹿
児島市水道局及び河川管理者と共同で建設した川辺ダムについて，施設の維持管理等を河川管
理者に委託して行った。
　その経費は，維持管理費用 1,954,697円，施設改良費 1,924,546円であった。

　本年度の業務予定量は，企業立地等の状況を考慮し，給水先事業所数44事業所，１日平均給水
量16,100立方メートルとして計画した。この計画に対しての給水実績は，給水先事業所数で44事
業所，給水量で１日平均16,137立方メートルであった。
　なお，本年度の営業成績は，総収益 361,484,809円に対し総費用 331,713,674円を要したので
差引29,771,135円の純利益となった。
　（注　消費税及び地方消費税込みの総収益 388,142,131円，総費用 357,368,315円）

管 路 更 新 率 0.00%

R6R2 R5

１ 　概　　　況

ア　

有形固定資産減価償却率

108.97%経 常 収 支 比 率

鹿児島臨海第２期工業用水道事業

　本事業は，鹿児島臨海第２期工業用水道事業として鹿児島臨海工業地帯１号及び２号用地に立
地する企業に対し，工業用水を供給するとともに，万之瀬川施設の維持管理及び改良事業等を実
施した。
　その概況は次のとおりである。

44.67% 44.67%44.67%

50.35%

管 路 経 年 化 率

0.00%

44.67%

料 金 回 収 率

44.67%

52.50%44.77% 46.37% 48.38%

113.55%79.96% 91.63% 123.53%

85.86% 94.81% 115.66%

R3 R4

<経営指標の推移>

109.71%

112.05%

0.00% 0.00% 0.00%

Ⅱ　事　 業　 報　 告 　書
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(3)　議　会　議　決　事　項 

令和７年度鹿児島県工業用水道事業特別会計予算

(4)　行政官庁認可事項

　該当事項なし

(5)　職員に関する事項

　令和６年度における職員数の状況は，次表のとおりである。　
（単位：人）

(6)　料金その他供給条件の設定，変更に関する事項

　該当事項なし

(1)　建設改良工事の概況

　該当事項なし

（3）

4 （5）

改正する条例制定の件

令和６年度鹿児島県工業用水道事業特別会計補正予算

（第１号）

鹿児島県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を

令和５年度鹿児島県工業用水道事業特別会計決算につい

備　　考
差　  引

(Ａ)－(Ｂ)

R7. 3.25

議 案 第 104 号

議 案 第 62 号

議決年月日

議 案 第 89 号

件　　　　　　　　　　　　　名 

て認定を求める件

議 案 第 9 号

令 和 ６ 年 度 末
現 在 定 数 ( Ｂ )

1 （2）

3

現在職員数 (Ａ )

(注)１　（　）の職員数は，併任職員を含む。

△ 3

5

２ 　工　　　事

令 和 ６ 年 度 末

△ 2

合　 計

2 △ 1

技 術 職 員

区　　 分

7

事 務 職 員

（第２号）

令和６年度鹿児島県工業用水道事業特別会計補正予算
R7. 3. 7

R6.12.20

R6.12.20

議 案 番 号

R7. 3.25議 案 第 33 号
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(1)　業   務   量

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

 

鹿
( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

(2)　事業収益に関する事項

３　業　　　務

　令和６年度は，44事業所に対し，１日平均 16,137立方メ－トル，年間 5,889,980立方メートルの工業
用水を給水した。
　なお，工業用水の月別給水状況は，次表のとおりである。

　令和６年度の事業収益は，361,484,809円で，その内訳は，営業収益が 266,560,860円で 73.7パーセン
ト，営業外収益が 94,923,949円で 26.3パーセントである。
　なお，事業収益の内容及び前年度に対する比較は，次表のとおりである。

比率

3,643.8

100.2

16,129

100.6

月別

（注）

91

88

16

(A)

(B)

(１日平均)

営 業 収 益

雑 収 益

16,064

100.0

 11月

16,028

124

立方ﾒ-ﾄﾙ

11

5

16,028

16,028

481,301

〃

〃

対 前 年 度 比 較

5,889,980

金  額 (B)

33,208

24

－×100

〃

498,466

１　（　）は超過給水量で内数である。
２　月別の１日平均給水量は，超過給水量を含む月給水量を当該月の日数で除したものである。
３　表側の計欄の１日平均給水量は，年間の総給水量を365日で除したものである。

〃

〃

164

2,534

16,064

16,064

498,148

16,236

16,110

115 500,437

484,570

499,402

16,143

16,152

500,011

713482,633

2,027

〃

2,728 〃

316

482

10,037

503,315 6,447

16,046

 12月

16,064

 １月 16,064

450,108

500,712

16,064

16,088

計

16,152

16,075

16,069

16,137

 ３月

 ２月

16,080

 ４月 15

１日契約水量
（各月末）

82

事業所

16,028

16,028

 ８月

3,730

１日平均給水量
給 水 先

16,043

立方ﾒ-ﾄﾙ

461

208

立方ﾒ-ﾄﾙ

事業所数

〃

〃

3,569

44

令 和 ６ 年 度

金  額 (A) 構成比

16,028

65

〃

16,363

〃

科　　 目

円

 ５月

 10月

 ９月

 ７月

 ６月

％

335

(１日平均)

490,877

498,350

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

266,560,860

184,249

増 減 額
(A)－(B)

94,923,949 94,336,48126.3

73.7 73.8

構成比

令 和 ５ 年 度

その他の営業収益

給 水 収 益

73.7

0.017,400

266,543,460

円

0.0

0.1

0.3

長 期 前 受 金 戻 入 93,832,541 25.9

24,896907,159

％

73.8 100.2

％

14,500 120.0

円

266,062,510

495,450266,048,010

0.0 153.3

0.0 882,263

94,191,428 26.2 △ 358,887

1,085,818 100.3

587,46826.2

－

99.6

備　　考月　給　水　量

合     計 361,484,809 100.0

2,900

64,092120,157

360,398,991
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(3)　事業費用に関する事項

４　会　　 計

(1)　企業債及び一時借入金の概況

企　 業 　債

一 時 借 入 金

　令和６年度の事業費用は，331,713,674円で，その内訳は，営業費用が 327,980,606円で 98.9パーセン
ト，営業外費用が 3,733,068円で 1.1パーセントである。
　なお，事業費用の内容及び前年度に対する比較は，次表のとおりである。

57.1

％ 円

324,349,575

189,420,723 99.9

(A)

102.8

営 業 費 用

138,710,134

327,980,606

円

令 和 ６ 年 度

科　　 目

1.31.1 4,138,043

減 価 償 却 費

金  額 (A) 構成比

備　　考

資 産 減 耗 費

101.0

年度当初現在高 当年度借入高 年度末現在高

76,073

0.0

90.2

合     計

0.0

90.2

3,226,056331,713,674

0.0

189,194,399

3,733,068

総 係 費

営 業 外 費 用

0 173,166,397

　企業債の概況は，次表のとおりである。

△ 404,975

0.0 0

3,781,28241.1

増 減 額
(A)－(B)

比率

-

△ 226,324

円

3,631,031

×100

(B)

76,073

101.1

円

4,138,043

構成比金  額 (B)

0 -

当年度償還高

0特 別 損 失 0 0.0

3,733,068 1.1 1.3

98.9

41.8 134,928,852

0

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ５ 年 度 対 前 年 度 比 較

％

-

－

△ 404,975

％

57.6

98.7

円 円円

100.0

ア

イ

　該当事項なし

過年度損益修正損 0

100.0

00.0

2,783,256,355

328,487,618

2,610,089,958
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（単位：円）

1

29,771,135

189,194,399

76,073

203,000

△ 93,832,541

△ 907,159

3,733,068

359,192

8,009,147

2,120

136,608,434

907,159

△ 3,733,068

133,782,525

2

△ 10,026,819

△ 10,026,819

3

△ 161,366,397

△ 11,800,000

△ 173,166,397

△ 49,410,691

1,205,291,029

1,155,880,338

当 年 度 純 利 益

 １ 令和６年度鹿児島県工業用水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）     

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

利 息 の 支 払 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

支 払 利 息

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 期 末 残 高

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

そ の 他 の 企 業 債 に よ る 支 出

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

Ⅲ　附　 属 　書　 類

減 価 償 却 費

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

小 計

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

長 期 前 受 金 戻 入 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

資 産 減 耗 費
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２

(1)　収　　益
（単位：円）

(2)　費　　用
（単位：円）

( )

( )

長期前受金戻入 93,832,541

751,653

147,259

71,300

16,945,700

予算額

16,946,000

10,361,000

16,945,700

備　　考

331,713,674

327,980,606

82,188

光 熱 水 費

燃 料 費

88,994

備　　考金　　額

備 消 品 費

節

)

907,159

907,159

17,400

94,923,949

184,249

184,249そ の 他 雑 収 益

手 当

138,710,134

給 料

そ の 他 の
営 業 収 益

旅 費

被 服 費

目

361,484,809

266,560,860

266,543,460

金　　額

手 数 料 17,400

給 水 収 益

収 益 費 用 明 細 書

節

預 金 利 息

雑 収 益

款

受 取 利 息
及 び 配 当 金

営業外収益

項

工業用水道
事 業 収 益

営 業 収 益

5,095,073

総 係 費

(

9,366,604
5,095,073

法 定 福 利 費

9,433,072

5,103,000

目款 項

工業用水道
事 業 費 用

営 業 費 用
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（単位：円）

款 項 目 節 金　　額 備　　考

312,895

250,715

賃 借 料 35,223

修 繕 費

3,504

2,713,256

189,194,399

3,637

3,733,068

3,733,068

印 刷 製 本 費 30,000

通 信 運 搬 費 463,943

委 託 料 45,370,908

手 数 料

動 力 費 1,375,964

材 料 費 384,089

研 修 費

食 糧 費

薬 品 費

保 険 料 199,543

固定資産除却費

54,997,486

減 価 償 却 費

雑 費 20,200

負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

189,194,399

企 業 債 利 息

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

営業外費用

(注)　１　金額欄の（　）書きは，予算額と比較するため，消費税及び地方消費税を含む金額である。
　　   ２　「備考」欄の金額は，地方公営企業法施行令第17条第１項第８号の規定による「議会の議決
　　    を経なければ流用することのできない経費」の予算額である。

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

資 産 減 耗 費 76,073

3,733,068

76,073
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３　固 定 資 産 明 細 書

　有形固定資産明細書

　無形固定資産明細書

４　企 業 債 明 細 書

償　　還　　高

1.70

1.60

0.30

0.30

0.06

0.10

0.10

0.06

0.057

0.006

0.006

0.001

0.01

0.01

0.03

0.06

（単位：円）

R31. 3.20

142,560,000

220,500,000

369,840,000

28,320,000

0.30

公営企業債（地方公共団体金融機構）

128,000,000

32,160,000

1,180,0001,180,000

公営企業債（地方公共団体金融機構） H31. 3.25

H29. 5.25

H29.10. 5

H30. 7.30

H31. 3.25

公営企業債（地方公共団体金融機構） H29.11.29

公営企業債（地方公共団体金融機構）

公営企業債（地方公共団体金融機構）

公営企業債（地方公共団体金融機構）

公営企業債（地方公共団体金融機構）

（単位：円）

備　　考

R 8. 3.20

R12. 3. 1

利　率

年 ％

0.05

26,400,000

75,600,000

196,940,000

264,600,000

122,880,000

282,532,000

420,440,000

R29. 3.2083,000,000 3,320,000 9,960,000

162,000,000

245,000,000 24,500,000

73,040,000

19,440,000

0.20

H13. 3.29

公営企業債（地方公共団体金融機構） H28.11. 7

H13. 3.26

公営企業債（地方公共団体金融機構） H28. 3.24

公営企業債（地方公共団体金融機構） H14. 3.28

694,9200

種　　　　類 発行年月日

計 0

発 行 総 額

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

234,773

年 度 末
現 在 高

9,434,989,800

0

0 0

252,809

0

76,073

8,837,154

104,631,263

2,381,491

6,480,000

9,800,000

0

備  考

（単位：円）

3,375,847

3,600,000

378,000,000 17,778,332

1,924,546

2,464,302

合　　　　計 3,940,600,000

H29. 3.23

173,166,397

30,000,000 1,200,000

402,000,000

29,500,000

74,794,720

6,372,852

0

189,194,399

0

158,700

1,385,088

0

1,686,571

60,300

9,160,000

173,246,176

4,917,145,1540

288,948,183

償 還 高 累 計

116,000,000

10,573,314

637,648,986

0

855,718,962

0

1,493,367,948

4,527,795,392

6,777,538,910

195,361,022

3,260,587,3803,516,951,530

年 度 末 償 却
未 済 高

償 還 終 期

3,375,847

備　考

0 817,012,6970

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

08,130,519342,426,499

817,012,697

資 産 の 種 類

土 地 817,012,697

342,426,499 0

0

建 物

年 度 当 初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

6,777,538,910

0

累 計

年 度 末
現 在 高

0

減　価　償　却　累　計　額

147,065,477

R29. 9.20

R30. 3.20

5,120,000

2,610,089,958

0.090

0.090

公営企業債（地方公共団体金融機構）

財政融資資金（財政融資資金特別会計)

公営企業債（地方公共団体金融機構）

財政融資資金（財政融資資金特別会計)

公営企業債（地方公共団体金融機構） R29. 3.20

年 度 当 初
現 在 高

10,185,519

0

資 産 の 種 類

60,300 0

電 話 加 入 権 60,300 0

60,300

当 年 度 償 還 高

0

184,000,000

3,600,000

10,753,824

89,051,817

未 償 還 残 高

H29. 3.23

483,712,225

14,400,000

0

8,118,433

計

0

H14. 3.25

5,607,300

構 築 物

11,760,000

229,000,000

R29. 9.20

R28. 9.2032,060,000

R 9. 3.20

R28. 3.20

542,000,000 29,143,451

R29. 3.20

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

9,444,940,546

2,457,564

1,485,249,515

建 設 仮 勘 定

工具器具及び備品

1,610,001

8,694,614 142,540

R30. 3.20

当 年 度
減価償却高

R11. 3. 123,344,54292,655,458

0

29,400,000

90,000,000

58,287,775

294,000,000

公営企業債（地方公共団体金融機構） H30. 3.26 457,000,000 18,280,000 36,560,000

307,100,000 12,284,000 24,568,000H30. 3.26

R30. 3.20

R12. 3.31

29,600,000

R31. 3.20

R32. 3.20

R32. 3.20

公営企業債（地方公共団体金融機構） R2. 3.26 24,500,000 0 0 24,500,000

5,120,000

59,000,000 59,000,000

R2. 3.26 75,000,000 0 0 75,000,000公営企業債（地方公共団体金融機構）

公営企業債（地方公共団体金融機構） R3. 3.25 29,600,000 0 0

公営企業債（鹿児島銀行） R2. 3.31 118,000,000 11,800,000

公営企業債（地方公共団体金融機構） R3. 3.25 16,900,000 0 0 16,900,000

R23. 3.20

R23. 3.20

(1)

(2)

16,080,000

1,330,510,042
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重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

ア　減価償却の方法

　定額法による

イ 主な耐用年数

建物 １５年～５０年

構築物 １０年～６０年

機械及び装置 　６年～２０年

(2) 無形固定資産

ア　減価償却の方法

定額法による

２ 引当金の計上方法

(1) 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため，当年度末

における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）

を計上している。

３ 消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅳ　注　記　事　項

Ⅰ
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